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ＭＳＷＡＶＥⅡ　初年度上期の状況（１）
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成長力Ｎｏ．１指標成長力Ｎｏ．１指標

① 国内損保の

　　正味収保増収率 １位

②国内外損保の

　　連結正味収保 ２位

③損保系生保の

　　保有契約高　 ２位

【達成状況】

単体増収率２．５％　

　⇒　大手損保で　１位

連結正味収保　６，５７３億円（＋５．０％）

海外の高増収（＋４５．２％）により２位

きらめき生命
保有契約高　５兆３，９００億円

２位との差を１，２００億円縮めた
（２００３年３月末５，５００億円→９月末４，３００億円）



ＭＳＷＡＶＥⅡ　初年度上期の状況（２）
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収益力Ｎｏ．１指標収益力Ｎｏ．１指標

④ コンバインドレシオ　１位

　　（年初計画９４．０％）

⑤資産運用利回り　　 １位

コンバインドレシオ　８９．２％

大手損保で　１位

計画対比で順調だが、
　　　　　　　一層の努力が必要

インカム利回り　２．２４％

Ｖ９に向けて順調

【達成状況】



環境環境
認識認識

グループグループ
の強みの強み

三井住友海上グループ　経営戦略の特徴
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グループ連結経営を重視グループ連結経営を重視

生保・変額年金・第三分野に注力生保・変額年金・第三分野に注力

海外事業の積極展開海外事業の積極展開

資産運用収益を重視資産運用収益を重視



三井住友海上グループの強み
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圧倒的な取引基盤

三井住友のブランド力

圧倒的な取引基盤圧倒的な取引基盤

三井住友のブランド力三井住友のブランド力

自己資本１．２兆円の厚み

業界随一の資産運用力

自己資本１．２兆円の厚み自己資本１．２兆円の厚み

業界随一の資産運用力業界随一の資産運用力

３６ヶ国・５６カ所の営業網

アジア，ロイズに特段の強み

３６ヶ国・５６カ所の営業網３６ヶ国・５６カ所の営業網

アジア，ロイズに特段の強みアジア，ロイズに特段の強み

三井グループ

住友グループ

三井グループ三井グループ

住友グループ住友グループ

強固な財務基盤強固な財務基盤強固な財務基盤

海外事業基盤海外事業基盤海外事業基盤

主要２７業種の上位３０社－７０％が取引先



目指すグループ事業ポートフォリオ
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事業領域 事業領域収益貢献度 収益貢献度

国内損害保険国内損害保険

国内生命保険国内生命保険
（含、変額年金）（含、変額年金）

海外事業海外事業

金融ｻｰﾋﾞｽ･ﾘｽｸ関連金融ｻｰﾋﾞｽ･ﾘｽｸ関連

国内損害保険国内損害保険

国内損保以外国内損保以外

９１．４％

８．６％

６０％

　５％

２０％

１５％

＜２００３年度計画＞ ＜２０１０年度のグループ像＞



国内事業（１）　トップライン対策①
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　自動車保険自動車保険　　　　　　　　　　　　　　２００４年１月２００４年１月 改定改定

差別化商品を投入

　・年齢条件「３５才以上」の新設　

　・新車割引の適用範囲拡大　

　・ゴールド免許割引率の拡大　

　・弁護士費用の補償範囲を拡大

（「３０才以上」→年齢区分の拡大）

（車両→対人・対物・傷害にも適用）

（１０％→最大１２％割引へ）

（交通事故→日常生活上の偶然な事故）



1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

　

　新商品　　　　　　　　　　　　　　新商品　　　　　　　　　　　　　　２００３年１１月２００３年１１月新発売新発売

　　　　　　　　　（終身型傷害疾病保険）

国内事業（２）　トップライン対策②
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独自の「無事故マイレージ制度」

　　⇒　若年層を含む広範なターゲット、最大３０％割引
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３０才加入の場合）

生涯補償・終身契約　⇒　正味収入保険料への貢献度大

アタックＭＶ運動（ＭＭＯＳＴ・ＶＶｉＶ終身の併売）
（年目）



国内事業（３）　トップライン対策③
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三井住友金融グループの提携戦略三井住友金融グループの提携戦略

販売チャネル提携は高出力の源

三井生命三井生命三井生命

住友生命住友生命住友生命

三井住友銀行三井住友銀行三井住友銀行

三井ライフ損保の契約移転完了

大型リテール代理店の出力

収保１２０億円

実績対比増収率＋４％
１万人の営業チャネル

提携４年目、着実に拡大

企業マーケット共同開拓

２００３年度上期実績

４５億円（＋５．６％）

２００３年度上期実績

自動車フリート８９件成約

最大・最強の窓販網

富裕層お客さまの宝庫

住宅ローン長期火災

変額個人年金保険



国内事業（４）　コスト削減・生産性向上対策
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◆ＣＳ業革の推進◆ＣＳ業革の推進

契約プロセス改革契約プロセス改革

収納プロセス改革収納プロセス改革

物流プロセス改革物流プロセス改革

フロント完結
代理店契約入力率：６０％

２００４年度末目標

キャッシュレス
キャッシュレス化率：８０％

ペーパーレス
機械製表削減率：５０％

２００５年度以降

次世代代理店次世代代理店

システムのシステムの
本格展開で本格展開で

改革加速改革加速

◆ＣＳ業革効果◆ＣＳ業革効果

Ｃ　Ｓ　向　上

営業活動の生産性向上

価格競争力の強化（事業費率低減）

計上業務・精算業務の半減

事務センターコストの大幅削減
　３センター体制→２センター体制

証券作成日数の半減→平均５日



国内事業（５）　ロス改善取組
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自動車損害サービスシステム ＷＩＴＨＷＩＴＨ　…支払の迅速化・適正化
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車両
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保険金支払単価の推移

（千円）

（計画） （上期）

火新損害サービス新システム ＨＥＡＲＴＳＨＥＡＲＴＳ　…２００３年１１月稼働



海外事業（１）　最注力市場アジア①
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アジアアジア

507

437

411

371

307

2004

2003

2002

2001

2000

高い成長率高い成長率
当社グロス保険料（億円）当社グロス保険料（億円）

（年度）

368

336

316

263

240

2004

2003

2002

2001

2000

（年度）

資産も着実に増加資産も着実に増加
純資産（億円）純資産（億円）

高い収益性

コンバインドレシオコンバインドレシオ

　２００２年度実績　８８．８％　２００２年度実績　８８．８％

　２００３年度見込　８５．５％　２００３年度見込　８５．５％

ＲＯＥＲＯＥ

　２００２年度実績　１３．３％　２００２年度実績　１３．３％

　２００３年度見込　１３．４％　２００３年度見込　１３．４％



海外事業（２）　最注力市場アジア②
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アジアアジア

中国・インド　： 急成長市場でビジネス拡大

　　　　　　　 　中国多拠点化、インドＪＶ設立

アセアン諸国　： 良質ローカル契約の拡大

　　　　　　　 　各市場でランクアップを目指す

Ｍ＆Ａ　　　　： 生保事業への進出

　　　　　　　 　損保事業の拡大

２本部体制で市場密着の戦略推進

　アジア第一本部（東アジア地域担当）

　アジア第二本部（東南アジア地域担当）



海外事業（３）　米州・欧州・再保険子会社
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米国営業の収支改善が顕著
厳正なアンダーライティング、レートアップ

順調なロイズ事業
２００３年度計画 正味収保　４６５億円（増収率６３％）

市場認知度の向上、高格付け
→　ビジネスチャンス拡大

正味保有限度額引き上げ
→　資本の有効活用、収益拡大

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（億円）

２００２年度 実績 ２００３年度 上期実績 ２００３年度 通期見込
正味保険料 ２１５ １８３ ３０２

コンバインドレシオ １３４％ １００％ １１０％

税引後利益 ▲３８ １ ▲２

２００３年度計画 正味収保　５３億円（増収率４０％）

米 州 元 受米 州 元 受

欧 州 元 受欧 州 元 受

再保険子会社再保険子会社



生命保険（１）三井住友海上きらめき生命（保障重視型商品）
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ＭＳ終身ＭＳ終身 （利率変動型終身保険）（利率変動型終身保険）

販売網強化販売網強化

特徴ある基幹商品特徴ある基幹商品

収入保障保険収入保障保険

３本柱で推進３本柱で推進

○生保プレイングリーダー（ＰＬ）

○直轄支社制度

○ロイヤルメンバー

…親会社営業拠点の
生保専任者４５名を７０名に増強

…東京・大阪に設置

…中核代理店８６７店を認定

２００３年２月新発売　９月末保有契約高　７３０億円 ９月末保有契約高　８，５８０億円

（前年同期比＋２０％）



生命保険（２）　きらめき生命のエンベディッド・バリュー
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４４６
億円

2001年度末 2002年度末

ＥＶ値

純 資 産 価 値

保有契約価値

合 　 計

増 加 率

２００１年度末

２６１

１８５

４４６

－

２００２年度末

２７２

２２１

４９３

１０．５％

４９３
億円

開業時資本金　２００億円　（１９９６年１０月)

その後増資 １００億円　(１９９８年４月)

２００２年度末　ＥＶ ４９３億円
年平均年平均 ８．６％８．６％
の価値増加の価値増加

４７億円
増加

金利の変動要因　（金利の低下と割引率の変更）による減少額：　２８億円

実質的な増加額：７５億円（増加率１６．８％）実質的な増加額：７５億円（増加率１６．８％）

（億円）

＜２００２年度の増減内訳＞

要　　　　因

前期ＥＶからの期待収益

新　契　約

想定と実績の差等

小　　　　計

割引率の変更（７％→６％）

金利の低下（１．４０％→１．１３％）

合　　　　計

増減額

＋２８

＋３７

＋１０

＋７５

＋２０

△４８

＋４７

（億円）



生命保険（３）　三井住友海上シティ生命（資産運用型商品）
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商品：変額個人年金保険に特化

販売網：銀行・証券会社による窓販

「年金原資保証型商品」投入により保有契約高が急伸
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資産運用戦略（１）　コア運用収益を重視
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２００２年度 正味収入保険料 ネット一般利配

三井住友海上 11,845 (100) 513 (100)
東 京 海 上 13,836 (117) 605 (118)
損保ジャパン 12,435 (105) 248 ( 48)

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000
（億円） （億円）

○運用収益のコアであるネット一般利配は、
　　　　　　　　　　　　　　　　環境変化への対応を支える収益基盤
○当社は高出力のポートフォリオによってネット一般利配が厚い

0
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800

注：正味収保は、自動車賠償
　　責任保険の政府出再廃止
　　影響を除くベース。
　　（　）内は当社を１００とした
　　場合の数値。

２００２年度　正味収入保険料 ２００２年度　ネット一般利配
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資産運用戦略（２）　当社資産運用の強み①
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インカム利回りの持続的優位性

特に高い主要３資産 ［公社債・外国証券・貸付金］の出力

運用資産利回り（インカム利回り）の格差推移

（年度） ２０００ ２００１ ２００２

三井住友海上 2.58% 2.54% 2.37%
東 京 海 上 ▲0.31% (2.27%) ▲0.30% (2.24%) ▲0.59% (1.78%)
損保ジャパン ▲0.35% (2.23%) ▲0.50% (2.04%) ▲0.47% (1.90%)

利息及び配当金収入の推移　　　　　　　　　　（億円）

（年度） ２０００ ２００１ ２００２

三井住友海上 1,326 1,292 1,168 (100.0)
東 京 海 上 1,345 1,362 1,162 (99.5)
損保ジャパン 932 816 723 (62.0)
注：（　）内は当社を１００とした場合の数値

２００２年度資産形態別インカム利回り

（年度） 公社債 外国証券 貸付金 株式 不動産

三井住友海上 2.02% 4.55% 2.30% 1.85% 3.10%
東 京 海 上 1.45% 2.56% 2.15% 2.34% 4.68%
損保ジャパン 1.75% 3.07% 2.17% 1.63% 2.85%

（出典：各社ディスクロージャー誌、決算短信）



資産運用戦略（３）　当社資産運用の強み②

20

堅実な信用リスク管理

　　　債 券　…　格付け「Ａ」格以上　９７％
　　　貸付金　…　リスク管理債権比率　４．２％（２００３年９月末）

オルタナティブ投資

　　　投資残高　

リスク管理債権残高の推移　　　　　　　　　　　　　　　　（億円）

（年度） ２００１ ２００２ ２００３ 中間期
三井住友海上 339 (4.5) 321 (4.5) 308 (4.2)
東 京 海 上 472 (7.2) 546 (8.4) 540 (8.6)
損保ジャパン 317 (4.5) 369 (6.0) 355 (6.4)
注：（　）内は貸付金に占める割合（％）。

（出典：各社ディスクロージャー誌、決算短信）

２００３年３月末

４６０億円

２００３年９月末

５６０億円

２００４年３月末（計画値）

６００億円



資産運用戦略（４）　金利上昇の影響
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金利上昇は総体的に好影響金利上昇は総体的に好影響

　金利収入の増加

　積立負債の将来負担軽減

　金利収入の増加

　積立負債の将来負担軽減

債券時価の低下

（ただし、満期時には回復）

債券時価の低下

（ただし、満期時には回復）

プラス面 マイナス面

当社運用スタンスは不変当社運用スタンスは不変

ＡＬＭ管理の徹底

円金利資産中心に買い持ち

個人ローンを段階的に積み上げ



ＲＯＥＲＯＥ
向上向上

余　剰　資　本余　剰　資　本

適　正　資　本　量適　正　資　本　量
９９％ＶａＲで計算した
リスク総量

資本政策（１）　資本政策の基本方針

22

時　価　純　資　産時　価　純　資　産
（ＮＡＶ）（ＮＡＶ）

保有株式の売却で

利用可能資本を拡大

戦略事業投資
最適事業

ポートフォリオの構築

自己株式取得
資本のスリム化



資本政策（２）　株主への利益還元
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１１ 配当の基本方針

配当＝期間コア利益の株主還元

コア利益
保険引受利益
ネット一般利配

利益水準
アップ

相応の
増配

２２ 自己株式取得の基本方針

利用可能資本の一部を

自己株式購入を通じて株主還元

２００４年３月期末：１株あたり１円の増配を予定２００４年３月期末：１株あたり１円の増配を予定



経営理念の実現に向けて　ＣＳＲ取組
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ＣＳＲの精神　　ＣＳＲの視点ＣＳＲの精神　　ＣＳＲの視点

中期経営計画　ＭＳ中期経営計画　ＭＳ ＷＡＶＥⅡＷＡＶＥⅡ
企業品質ＮＯ．１戦略企業品質ＮＯ．１戦略
ＣＳＲ委員会設置

社会との相互発展社会との相互発展

持続的成長持続的成長 企業価値向上企業価値向上



三井住友海上株式への投資メリット
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収益拡大に向けた事業展開とその確実性

　＊収益源の多様化、生保事業・海外事業の成長、強いグループ力
　＊２００２年度連結当期利益３２８億円　→　２００４年度計画５７０億円

収益拡大に向けた事業展開とその確実性収益拡大に向けた事業展開とその確実性

　＊収益源の多様化、生保事業・海外事業の成長、強いグループ力
　＊２００２年度連結当期利益３２８億円　→　２００４年度計画５７０億円

業界リーダーとしてのポジションと信用力

　＊規模、経営効率・利益の両面で損保業界　２位
　＊強固な財務基盤、高い格付け（ムーディーズ　Ａａ３、Ｓ＆Ｐ　ＡＡ－）

業界リーダーとしてのポジションと信用力業界リーダーとしてのポジションと信用力

　＊規模、経営効率・利益の両面で損保業界　２位
　＊強固な財務基盤、高い格付け（ムーディーズ　Ａａ３、Ｓ＆Ｐ　ＡＡ－）

株主重視の経営姿勢
　＊株主価値向上　＝　経営理念
　　　（連結ＲＯＥ重視、自己株式取得に積極的、配当の重視）
　＊経営の透明性　（ディスクロージャー、ＩＲ、ＵＳＧＡＡＰ決算）

株主重視の経営姿勢株主重視の経営姿勢
　＊株主価値向上　＝　経営理念
　　　（連結ＲＯＥ重視、自己株式取得に積極的、配当の重視）
　＊経営の透明性　（ディスクロージャー、ＩＲ、ＵＳＧＡＡＰ決算）



三井住友海上グループ三井住友海上グループは

保険・金融サービス事業を通じて

　●世界に安心と安全をとどけ

　　　　　　　　　　　豊かな社会作りに貢献します

　●最高の商品とサービスを提供し

　　　　　　　　　　　お客さまの満足を実現します

　●永続的な業績向上を目指し

　　　　　　　　　　　株主の信頼と期待に応えます

ご期待下さい。

２００３年１２月２日



ＭＳ　ＷＡＶＥⅡ　経営目標数値ＭＳ　ＷＡＶＥⅡ　経営目標数値
別表別表

（単体目標）
2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2003年度 2004年度
（2社合算） （2社合算） 実  績 年初業績予想 修正業績予想 計  画

正 味 収 入 保 険 料 11,617億円      11,757億円      11,845億円      12,050億円      12,000億円      12,300億円      

正 味 損 害 率 58.4% 57.8% 57.2% 59.2% 57.9% 59.2% 

正 味 事 業 費 率 37.3% 36.4% 35.3% 34.8% 34.9% 33.8% 

コ ン バ イ ン ド レ シ オ 95.7% 94.2% 92.5% 94.0% 92.8% 93.0% 

一般利 息配当金収入 543億円           580億円           514億円           490億円           485億円           470億円           

当 期 利 益 271億円           236億円           324億円           380億円           770億円           520億円           

Ｒ Ｏ Ｅ 1.7% 1.7% 2.8% 3.6% 7.0% 4.7% 

（連結目標）

連結正 味収入保険料 11,857億円      12,233億円      12,532億円      12,860億円      12,950億円      13,170億円      

連 結 当 期 利 益 299億円           190億円           328億円           410億円           810億円           570億円           

連 結 Ｒ Ｏ Ｅ 1.9% 1.4% 2.8% 3.8% 7.3% 5.1% 

（国内損保事業以外の利益）
生 命 保 険
（ 標 準 責 準 前 ）

3億円 5億円 11億円 5億円 6億円 20億円

海 外 事 業  △9億円  △48億円  △7億円 17億円 44億円 66億円

金 融 サ ー ビ ス 事 業 5億円  △9億円  △43億円  △4億円 20億円 10億円

リ ス ク 関 連 事 業 1億円 1億円 1億円 1億円                1億円                1億円

合 計  △0億円  △51億円  △39億円 19億円 71億円 97億円

＊「正味収入保険料」には、もどリッチファンド及び自賠責の政府出再廃止の影響は含まれておりません。

＊「国内損保事業以外の利益」の一部は、「単体目標」の当期利益にも含まれております。



【予想および見通しに関する注意事項】

本資料に記載の内容のうち、歴史的事実でないものは、三井住友海上（以下、当社）の将来に関する計画や戦略、業績に

関する予想および見通しであり、現時点で把握可能な情報から得られた当社の判断に基づいています。実際の業績は、さ

まざまな不確定要素により、これらの業績見通しと大きく異なる結果になり得ますことをご承知おき下さい。

実際の業績に影響を及ぼし得る要素には、(1)事業領域を取り巻く経済動向、(2)保険業界における競争激化、(3)為替レート

の変動、(4)税制など諸規制の変更、などを含みます。

【予想および見通しに関する注意事項】

本資料に記載の内容のうち、歴史的事実でないものは、三井住友海上（以下、当社）の将来に関する計画や戦略、業績に

関する予想および見通しであり、現時点で把握可能な情報から得られた当社の判断に基づいています。実際の業績は、さ

まざまな不確定要素により、これらの業績見通しと大きく異なる結果になり得ますことをご承知おき下さい。

実際の業績に影響を及ぼし得る要素には、(1)事業領域を取り巻く経済動向、(2)保険業界における競争激化、(3)為替レート

の変動、(4)税制など諸規制の変更、などを含みます。


